令和６年度介護職員等医療的ケア研修事業委託に係る企画提案募集要項

岩手県が実施する令和６年度介護職員等医療的ケア研修事業の委託候補者を選定するため、以下により企画提案を募集します。

　本委託事業は、令和６年度当初予算が成立することを前提に進めているため、同予算成立をもって初めて有効となります。よって、成立しなかった場合又は予算額が修正された場合には、手続きを変更又は修正することがありますので、御了承の上、応募願います。
１　委託を予定している業務
　　別添資料１「令和６年度介護職員等医療的ケア研修事業委託仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照してください。

２　応募要件
　　下記の要件をいずれも満たす法人であること。

(1) 　過去において、本研修事業と同等の研修事業実施実績があり、研修事業の実施に十分な能力及び体制があると認められること。

(2) 　岩手県内に事業所を有すること。なお、事業所とは、本企画提案を行う者に係る経営主体のもと、従業者と設備を有し継続的に経済活動を行っている場所であること。

(3) 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
(4) 　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者、若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法33条第１項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者、若しくは更生手続開始の申立てがされている者（同法第41条第１項に規定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）ではないこと。

(5) 　直近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税並びに県税を滞納していない者であること。
(6)   岩手県からの受託業務に関し、指名停止等の措置を受けていないこと。

(7) 　役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者ではないこと。
(8) 　本業務の実施において、個人情報の取扱いを伴う事務等を実施する際は、「仕様書　５その他（５）」に記載の事項に留意するとともに、個人情報の保護に関し安全管理措置（※）がなされ、資料３「個人情報取扱特記事項」を遵守できる者であること。

　　※　安全管理措置…個人情報保護委員会が作成・公開している「個人情報の保護に関する
法律についてのガイドライン（通則編）平成28年11月（令和４年９月一部改正）（令和５年
４月１日施行）」に掲載の「10（別添）講ずべき安全管理措置の内容」を参照。
（URL：https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/）
３　委託料の上限額
(1) 　予算額
16,972,000円（消費税及び地方消費税を含む。）以内
※下記受講料収入は予算額に含めない。

(2) 　受講料収入
　研修に係る経費の一部を受講者負担（受講料）とし、委託料は当該事業に係る経費から受講料収入（見込額6,426,000円）を差し引いた額とする。
４　企画競争に係る説明会の開催

　　企画競争に係る説明会は開催しない。

５　企画提案書の作成方法及び提出先等

　(1)　企画提案書の作成方法

　　　 仕様書及び別添資料４「令和６年度介護職員等医療的ケア研修事業委託に関する企画提案書作成要領」を参照してください。

　(2)　企画提案書の提出先等

　　①　提出期限　　令和６年３月12日（火）17時00分まで（必着。郵送の場合も同じ。）

　　②　提出先　　　岩手県保健福祉部長寿社会課高齢福祉担当
　　③　提出方法　　郵送又は持参。郵送する場合は配達の記録が残る方法で送付してください。また、持参する場合は、平日９時から17時の間に提出してください。　　　　　　　　　　
(3)　本募集要項等に関する質問の受付

　　①　受付期間　　令和６年２月29日（木）～令和６年３月６日（水）17時00分
　　②　提出方法　　質問は書面によるものとし、電子メール又はファックスにて送信してく

　　　　　　　　　さい。電話による受付は行いません。

③　提出先　　　岩手県保健福祉部長寿社会課高齢福祉担当
　　④　回答方法　　原則として質問の受付から３日以内に岩手県公式ホームページ上に掲載
します。

６　企画提案会の開催

　　企画提案会は開催しない。

７　委託候補者の選定方法
　(1)　企画提案の審査及び委託候補者の決定

   提出された企画提案について、別添資料５「令和６年度介護職員等医療的ケア研修事業に関する企画提案の審査について」に基づき審査し、委託候補者として最上位者を１者及び次点者を１者選定します。

(2)  審査結果の通知

審査の結果については、企画提案の全提出者に対し、３月下旬を目途に通知します。

８　契約等
県は、最上位者と日程、研修内容、経費等について調整した上、再度、当該事業の委託契約に係る見積もりを徴収し、契約締結を行います。ただし、最上位者に事故等があり、見積り徴収が不可能となった場合等は、次点者に対し見積りを依頼します。

９　その他
(1)  応募者は、複数の企画提案書を提出することはできません。
(2)  一度提出された書類の変更、差し替え又は再提出は認めません。

(3)  本事業に係る令和６年度当初予算が成立せず、手続きを中止した場合を含め、企画提案に　
要する費用は、提案者の負担とします。

(4)  提出された書類は返却しません。

(5)  提出された書類は、委託先の選定作業以外には使用しません。

(6)  提出された書類の記載内容を確認するため、提案者等に問い合わせをすることがあります。

(7)  提出された書類に虚偽の記載がある場合は、失格とします。

(8)  書類を提出した後に辞退する際は、辞退届（様式任意）を提出してください。

(9)  提出された書類及び添付資料は、情報公開の請求により開示することがあります。

10　問合せ先

　　岩手県保健福祉部長寿社会課高齢福祉担当（担当：主事　岡本）

　　住　所：〒020-8570　岩手県盛岡市内丸10-1

　　TEL　 ：019-629-5436
　　FAX　 ：019-629-5439
    E-mail：AD0005＠pref.iwate.jp
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